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資料３-１

「国土交通省 南海トラフ巨大地震対策計画」及び
「国土交通省 首都直下地震対策計画」の改定概要



背 景

主な改定内容
（１）近年の地震対応を踏まえた改定

平成26年4月に策定した「国土交通省 南海トラフ巨大地震対策計画」及び「国土交通省 首都直
下地震対策計画」について、以下の状況を踏まえ改定
（１）近年の地震対応を踏まえた改定（平成28年熊本地震、平成30年北海道胆振東部地震等）
（２）最近の社会経済情勢を踏まえた改定（2020年の東京五輪、道路法等・港湾法改正等）

（２）最近の社会経済情勢を踏まえた改定

②平成30年大阪北部地震、北海道胆振東部地震
○住宅・建築物の耐震化及びブロック塀等の安全確保に向けた取組
○観光需要の早期復旧に向けた支援
○駅間停車した列車からの乗客の救済、踏切長時間遮断対策等の取組
○外国人利用者を含む帰宅困難者等の行動判断に資する情報提供体制を
強化 等

①平成28年熊本地震
○ラストマイルを含めた円滑な支援物資輸送体制の構築の推進
○災害現場における無人化施工技術の開発 等

①2020年東京オリンピック・パラリンピック
○外国人を含む旅行者の安全確保のための情報提供や避難誘導

○航空機の安全対策 等

②関係法令の改正（道路法等、港湾法）
○国による重要物流道路の指定及び災害復旧等代行制度の創設
○国による非常災害時の港湾施設の管理業務の実施 等

道路啓開の実施

JNTOにおいて、グローバルサイトでの情報発信や
24時間の電話による問い合わせ対応を多言語で実施

物資集積所における

物流専門家による仕分け
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過去の地震での建物や塀の被害状況



平成３１年１月８日 中央防災会議防災対策実行会議（第１３ 回）
資料３「南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応検討ワーキンググループ検討の背景と報告のポイント」より抜粋
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